
第８章

農産物加工食品

村山真弓

急増するソフトドリンク生産（Pran 社の工場）。 （撮影：村山真弓２０１３年）



はじめに

本章が対象とする農産物加工食品工業が国内総生産に占める割合は１．６％

（２０１１／１２年度）で，大規模工業に限っていえば，衣料品製造（同約６．４％）

に次ぐ第２の製造業部門と位置づけられる（１）。今なお農漁業が国内総生産

の約１９％（２０１１／１２年度）を占め，労働力の４７．５％（２０１０年）（２）を吸収してい

るバングラデシュにおいて，その生産物を主原料とする同産業は，農村の

経済社会の発展との関連からも，極めて重要な役割を期待されている。さ

らに，冷凍エビ・魚は輸出全体の２％弱と，全体のなかでのシェアは低い

ものの，輸出の約８割を占める衣料品を除くと，同品目の占める割合は９％

となり，衣料品に次ぐ第２の輸出産品の地位を占めている（２０１２／１３年度）（３）。

現行の２０１０年工業政策においても，農産物加工業は，労働集約的産業と

並んで，その育成が政策の中心に位置づけられている。具体的には政府が

定める奨励部門（Thrust Sector）のひとつに指定され，優先的な政策支援

が約束されている（Ministry of Industry２０１０）。

農作物の保存と自家消費のための加工から始まったこの部門は，１９６０年

代になって，商業ベースでの精米所や小麦の製粉所，からし菜の搾油，ベー

カリー製品製造が始まった。しかし当時はいずれも小さな規模にとどまっ

ていた。生産能力と製品の質の向上がみられるようになるのは１９８０年代半

ば以後のことである（Hussain and Leishman２０１３）。そしてこの産業は，今

また新たなビジネスチャンスを提供している。先進国や中国等他の新興国

における人件費上昇および貿易の自由化は，バングラデシュのような途上

国にとって，新規の輸出市場開拓の可能性を開いた。また序章や第９章で

詳しく述べているように，経済成長の加速化で上昇した国民の購買力，国

内外を越えた情報の流入や人の移動に起因する生活スタイル，嗜好の変化

は，かつてバングラデシュの人々が口にしなかった新たな食品の需要も含

む，国内市場の拡大をもたらしている。第１１章で言及している雪国まいた

けや味の素のバングラデシュ進出も，こうした供給と需要の構造変化を背

景としている。

農産物加工食品部門の代表的業界団体であるバングラデシュ農産物加工

252



業者協会（Bangladesh Agro-Processors’ Association: BAPA）は１９９８年に１３企

業で結成され，１５年あまりを経て，現在の加盟企業数は２３８社まで増加し

た（４）。

このような重要性にもかかわらず，農産品加工食品工業に関する先行研

究やデータは，酪農，エビ養殖といった農漁業とのリンケージが強いサブ

セクターを除くと極めて少ない。この章では，政府統計やメトロポリタン

商工会議所（Metropolitan Chamber of Commerce and Industry, Dhaka: MCCI）

とともに行った調査結果を中心に，製造業としての側面に注目してこの産

業をみていく。

第１節 主要な農産物加工食品工業

１．需要と供給の変化

世界の多くの社会と同様に，バングラデシュの人々も近年，魚，肉，野

菜，果実，加工品を含む，より高価値の食物を購入するようになった。

バングラデシュの農業部門は，穀物，とりわけ主食であるコメの生産を

中心に展開してきた。灌漑への投資によって可能になった乾期作の作付け

拡大，高収量品種を含む近代的技術の普及による生産性向上の結果，１９８０

年代から１９９０年代の穀物（コメ，小麦）生産は人口成長率を上回る生産増

加率を達成した（World Bank ２００８，６１）。その結果今では，平均値ではあ

るが，国民が十分にコメを食べることができる生産量を達成した（藤田２０１１，

３１９）。

一方，１９９０年代以降の経済成長，所得の上昇，都市化の進展等の変化は，

コメ以外の高価値作物の需要を喚起している。独立後から２０００年代半ばま

での主要食物の１人当たり消費量の伸び率をみると，コメ，小麦といった

穀物は農村では年当たり０．４％，都市では０．７％であったのに対して，それ

以外の，じゃがいも（同６．４％，４．４％），果実（同２．７％，１．９％），魚（同１．５％，

２．１％），肉（同３．５％，３．３％），食用油（同３．５％，３．５％），野菜（同１．４％，
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０．６％）といった作物は，低い消費水準から始まり，穀物よりも高い伸び

を示している（World Bank２００８，５）（５）。より近年の変化を表１にみると，

コメの摂取量は，農村および都市両方で減少している一方で，肉・卵，魚，

果実等が増加している。なお，この５年間で最も高い伸びを示したのが

「その他」の品目である。「その他」に含まれるのは茶，ソフトドリンク，

パン，ビスケット，嗜好品であるキンマの葉とビンロウ樹の実などである。

詳細な数字はわからないが，本章で扱う農産品加工食品の多くがここに含

まれており，これらの製品の消費量が大きく伸びていることを示す証左と

なるだろう。他方，酪農製品の消費量は，農村，都市両方で減少している。

では供給面での変化をみよう。２０００年代半ば以後の代表的食品の生産指

数の変化を示した図１からは，製品によってパフォーマンスにちがいがあ

ることがわかる。１９８０年代末時点と比べて最も生産が増えたのは食用塩，

ソフトドリンク，エビ・魚，ベーカリー製品である。なかでも，ソフトド

リンクは一貫して順調な伸びを記録した。他方，砂糖の生産は１９８０年代末

を下回っている。また紅茶・ブレンド茶はほぼ横ばいである。つぎに食品

農村 都市

２００５ ２０１０ 増減率 ２００５ ２０１０ 増減率

コメ １，５９２．９ １，５２５．１ －４．３ １，３１１．６ １，１８６．８ －９．５

じゃがいも ６０．１ ６９．４ １５．５ ６５．５ ６４．７ －１．２

野菜 ８７．２ ９１．１ ４．５ ８４．９ ８３．２ －２．０

豆類 ４４．７ ４６．７ ４．５ ６４．６ ６０．０ －７．１

酪農製品 ３１．７ ２５．２ －２０．５ ４０．２ ３３．５ －１６．７

食用油 １２９．０ １６４．３ ２７．４ ２０６．３ ２３９．７ １６．２

肉・卵 ２２．５ ２６．７ １８．７ ３９．１ ５３．９ ３７．９

魚 ５１．６ ５９．４ １５．１ ７０．２ ８５．１ ２１．２

果実 ２３．５ ２８．９ ２３．０ ２３．７ ３７．１ ５６．５

砂糖 ３０．０ ２９．４ －２．０ ３８．７ ４４．８ １５．８

その他 ２７．４ ４４．４ ６２．０ ３４．０ ６５．０ ９１．２

合計 ２，２５３．２ ２，３４４．６ ４．１ ２，１９３．８ ２，２４４．５ ２．３

表１ 食品別１人当たり摂取量の変化

（キロカロリー，％）

（出所） BBS（２０１１），Table５．４より筆者作成。
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図１ 食品・飲料工業生産指数の推移

（出所） BBS, Statistical Yearbook of Bangladesh 2012, Table５．０２より筆者作成。

図２ 食品輸入額の変化

（出所） Bangladesh Bank, Monthly Economic Trends, Dec.２０１３, Table IV より筆者作成。
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輸入の変化をみると，食用油，砂糖，小麦の輸入が２０００年代，とくに２０００

年代後半に急速に伸びていることがわかる（図２）。

一方，輸出産業としての農産物加工食品工業は，先に述べたとおり冷凍

エビ・魚がその大部分を占める。１９８０年代半ばから伸び始めた冷凍エビ・

魚の輸出は，１９８３／８４年度の７７００万ドル（同年度輸出の９．５％）から２０１２／１３

年度には約５億１２９０万ドル（同１．９％）まで増加した（６）。それ以外の輸出品

としては，まだ絶対量は少ないものの，野菜・果実加工品，粉製品，ベー

カリー製品，植物性・動物性油脂，ソフトドリンク（おもに果実ジュース）

などが近年順調に伸びている（Gregg and von Uexkull２０１１，６）。

このように農産物加工食品工業は，需要と供給両面において成長の様相

を示している。しかし国内外市場における可能性に照らしてみたとき，バ

ングラデシュにおける高価値作物生産と農産物加工食品工業の将来的な伸

びしろは，まだ十分大きいとみられる（World Bank２００８，２）。

２．おもな製品

バングラデシュにおける農産物加工食品工業の製品としては，酪農製品，

コメの加工品，小麦加工品（ベーカリー製品，ヌードル，チャパティ等），食

用油精製，果実・野菜加工，製糖，茶，肉・魚の加工，豆・スパイスの加

工等がある（Hussain and Leishman２０１３）。ここでは，比較的資料の得られ

た酪農製品，コメの加工品，冷凍エビについて概観しよう。

（１）酪農製品

バングラデシュの人々の食生活における牛乳その他の酪農製品の消費量

は，世界保健機関（WHO）の奨励する１日当たり２５０ミリリットルに対し

て４４ミリリットルと，５分の１以下にすぎない（Hussain and Leishman２０１３）。

これは，インド等近隣諸国と比べても低い数字である（７）。牛乳の生産量は

２００１／０２年度の１７８万トンから２０１１／１２年度には３４６万トンまで，１０年間に倍

増した。しかし今なお国内需要の２割は，輸入粉末ミルクに依存している

（Hussain２０１３）（８）。
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元来，酪農は農家の副業として行われており，自家消費後の余剰分が近

隣や地元の市場で売られていた。またギー（牛乳からつくる油），凝乳，菓

子等，牛乳加工製品製造用には，小規模な中間業者が牛乳の集荷を行って

きた。世界銀行（World Bank）の推定では，生乳の１５％が自家消費，８１％

が上記のような伝統的な製品の生産部門および市場を通じた消費に回され

る。本章で分析の対象としている大規模な工場に原料として供給されるの

は生乳の残り４％にすぎない。また，伝統的なチャンネルで売買される生

乳の８割がインフォーマル・セクターに数えられる零細な事業所で牛乳を

ベースとする菓子生産に用いられ，牛乳市場での販売は２割にとどまって

いる（World Bank２００８，７２―７４）。ミシュティと呼ばれるこうした菓子類は，

バングラデシュの食文化には欠かせない要素であるが（９），他方，牛乳その

ものとしての消費が少ないことがうかがえる。

バングラデシュにおける乳業メーカーの歴史は，英領時代の１９４６年，旧

パブナ（Pabna）県（現在はシラジゴンジ（Sirajganj）県に入る）につくられ

た日産２０００リットルの工場に始まる。創業者のM. Mukhlesur Rahman

（ムクレシュール・ラフマン）は，鉄道で結ばれていたカルカッタ市場向け

に工場を設置した。インド・パキスタン分離独立後の１９５２年に Eastern Milk

Products Limitedという民間会社がこのプラントを買収し，Milk Vitaの

商標で製品を販売し始めた。１９６５年に，同社の所有は政府の保護下で設立

された Eastern Milk Producers’ Cooperative Union Ltd.という協同組合会社

に移った。バングラデシュ独立後の１９７３年，政府はBangladesh Milk Producers’

Cooperative Union Ltd.を設立，Eastern Milk Producers’ Cooperative Union

Ltd.もそこに統合された。しかし，今でも正式社名よりもMilk Vitaとい

う通称が広く知られている。現在，この企業が加工牛乳生産の半分のシェ

アをもつ最大の酪農企業である（１０）。Milk Vita以外には民間企業５社が，

都市市場向けに牛乳の集荷，運送，低温殺菌，販売を行っている（Hussain

and Leishman２０１３）。

巨大 NGO，BRACの社会的企業のひとつ BRAC Dairyは，BRACのマ

イクロクレジットで牛や山羊を買い育てるメンバーに対して市場を提供す

ることを目的として１９９８年に始動した。同社によれば，市場シェアは３５％
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でMilk Vitaに次ぐ。

第３位の Agricultural Marketing Co. Ltd（PRAN）は，民間の最大手食

品加工会社のひとつで，１０％の市場シェアをもつ。同社は Land O’Lakes，

Tetra Pakおよびアメリカ農務省（USDA）と組んで，バングラデシュ政府

が行った学校栄養プログラム（１１）において UHT（超高温殺菌）牛乳の導入

に携わった。２０１３年現在 UHT 牛乳を販売しているのは４社のみである

（Hussain and Leishman２０１３）。

すでにみたとおり，酪農産業の抱える最大の課題は，牛乳の消費量の伸

び悩みである。その原因としては，ひとつには牛乳の生産性が低く，他方

飼料は高いために，牛乳の生産コストが高いことが挙げられる。生産コス

トは近隣諸国よりも高い。また，サプライチェーンの各段階において，生

乳の質に関する意識がまだ十分でなく，質の低下が発生する余地が大きい。

こうした状況は工場での生産コスト増加につながるとともに，国産牛乳の

質に対する消費者の信頼を損なう結果になっている。大規模工場で生産さ

れるのはほとんどが都市市場向けであるが，都市の消費者は，価格だけで

なく，便利さおよび衛生の観点から，国産の加工牛乳よりも輸入の粉ミル

クを好む傾向もみられる（World Bank２００８，７１―７３）。また他の国に存在す

るような公的な酪農産業振興機関が存在しないことも，大きな問題として

認識されている（１２）。

（２）コメの加工

食品工業のなかで事業所数にして最も数が多いのが精米所である（後述）。

コメは，供給量の９割が精米として消費され，残り１割が膨化米（ポン菓

子）やフレーク状のコメ等に加工される。これらの加工を行っているのは

小規模，家内工場がほとんどである。ただし，近年大手企業による参入も

みられる。こうした企業のなかには，精米所のほか，低価格米を用いた加

工製品生産や，契約栽培，調達，精米，包装，自社ブランドをつけて，スー

パーマーケット等での販売，輸出までを一貫して行う企業がある（Hussain

and Leishman２０１３；World Bank２００８，６６）。

Minten, Murshid and Readon（２０１３）によれば，市場で販売されるコメ
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のなかで，中・高品質米の割合が過去１０年で急速に上昇した。また，ダッ

カの小売市場における高品質米の価格プレミアム（低品質米との価格比）

は一貫して上昇傾向にある。これによって利益を得ているのは生産者であ

る農民ではなく，精米所および小売業であるというのがその分析結果であ

る。調査した精米所２０カ所では，同時期，ブランドを付けた小口包装米

（５０キログラム以下）の取り扱いが，５％から３６％まで増加し，ブランド

化が価格プレミアム上昇に貢献していると推測されている。これらの結果

からは，コメの選好における消費者の高級志向化と，高品質米を扱う，大

規模な精米所およびスーパーマーケットを含む都市小売業の収益の増加が

示唆されている。

（３）冷凍エビ

１９９０年代からの２０年間，農林業の年平均成長率は約３％であったが，漁

業部門はそれを上回る５％の成長率を示した。成長の源泉は，おもに淡水

エビ養殖の生産性上昇，養殖池の拡大，技術向上による汽水エビ生産の増

加，資源管理改善による内陸漁獲量の増加にある。

魚はバングラデシュ人の食生活にとって欠かせない要素であり，コメに

次ぐ第２の主食ともいわれている。また動物性タンパク質のおよそ６割は

魚から摂取しており，多くの人々にとっては唯一のタンパク源である。そ

のため養殖および漁獲された魚の９９％は，国内で消費されている（World

Bank２００８，１９）。

バングラデシュの沿岸地域におけるエビ養殖の歴史は古い。１９６０年以前

には南西のクルナ（Khulna）県を中心に，地元の消費用に，モンスーン期

の稲作が終了した後の田圃を使って，満潮時に波とともに田圃に入る稚エ

ビをとらえて育てるという方法がとられていた。ところが１９６０年代にサイ

クロンや高潮から海岸地域を守るための堤防が政府によって建設されると，

それまでのエビ養殖のやり方はできなくなった。１９７１年のバングラデシュ

独立後，海外市場での高い需要と価格をみた富裕層が，違法に堤防を切り，

入ってくる稚エビをとらえて育てるという商業ベースの生産を始めた。他

方，政府も生産および輸出振興のためにさまざまなプロジェクトを実施し

第８章 農産物加工食品

259



た。１９８０年代半ばには，特定の種類の稚エビを集めての養殖が開始された。

また第２次５カ年計画（１９８０～１９８５年）では，エビ養殖は製造業と位置づ

けられ，免税期間や優遇金利などを享受することができるようになった。

その後１９９０年代初めには半集約型の養殖が始まり，生産性も飛躍的に増加

した。しかし１９９４年，輸入したタイ産の稚エビからウィルス性の病気が広

範囲に及び甚大な被害が出た。以後半集約型の養殖は放棄され，粗放型の

養殖がバングラデシュの主流を占めるようになった（Rahman, Ali and Mallick

２００６，２０９―２１１）。現在輸出されるエビの８５％は養殖エビで，養殖エビのう

ち淡水エビ（地元で galdaと呼ばれる）と汽水エビ（bagda）の割合は半々で

ある（Ito２００７，２４５）。

近代的な水産物加工工場は，ほぼ全部が輸出向けで，またバングラデシュ

が輸出する水産物の８割はエビによって占められている。輸出先は，欧米

諸国が中心で，日本への輸出は２００９／１０年度で３％にとどまる（１３）。日本は，

１９８０年代から１９９０年代においてはバングラデシュ産エビの主要市場のひと

つであったが，その後バイヤーの関心が他の国に移った。しかし最近，日

本からの引き合いが再び増えているという（１４）。世界の冷凍エビ市場にお

いて，バングラデシュは，タイ，ベトナム，インド，中国，インドネシア，

エクアドルに次ぐ主要輸出国である（１５）。バングラデシュのエビ輸出は冷

凍エビがほとんどで，それ以外の加工品はない（Gregg and von Uexkull２０１１，

５）。国内にはおよそ１５０のエビ加工工場があり，その７割に対して欧州連合

（EU）の加盟国およびアメリカの食品医薬品局（Food and Drug Administration）

が恒常的に食品の安全基準の順守に関するチェックを行っている（Hussain

and Leishman２０１３）。

図３に示されているとおり冷凍エビ・魚の輸出は増加傾向にあるが変動

幅も大きい。原因のひとつには，EU市場に代表される先進国市場におけ

る厳格な品質管理基準がある。１９９７年には EUが求める HACCP（ハサッ

プ，Hazard Analysis and Critical Control Point）（１６）基準を満たせなかったとの

理由から，１９９７年８月から１２月まで，EUはバングラデシュからのエビ輸

入を禁止した。ある推計によれば，その結果１５００万ドルの収入が失われ，

またその事件を機に政府が導入を決めた HACCP実施のための設備投資に
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１７６０万ドルが費やされた（Cato and Subrasinge２００３）（１７）。近年では２００８年，

２００９年にやはり大きく輸出が減少した。この時は，EU市場においてバン

グラデシュ産エビに動物用医薬品として用いられるニトロフランが検出さ

れたとの苦情が出され，２００９年６月から１１月まで６カ月の自発的輸出停止

措置がとられたためである。さらに２０１２年１２月には，輸出重量を嵩上げす

る目的で化学薬品が入れられていたとの苦情があり，バングラデシュから

の galdaエビの買い付けが減少した（１８）。

第２節 産業構造

この節では，政府による製造業調査（Survey of Manufacturing Industries:

SMI）２００５／０６年度版のデータに基づき産業の全体像を俯瞰する。

食品製造業が対象とする品目の範囲は広い。バングラデシュ標準産業分

類（Bangladesh Standard Industrial Classification: BSIC）では，食品工業（BSIC

図３ 冷凍エビ・魚の輸出

（出所） Bangladesh Bank, Bangladesh Bank Quarterlyより筆者作成。
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１５１），酪農製品工業（BSIC１５２），飼料およびその副産物（BSIC１５３），そ

の他の食品製造（BSIC１５４），飲料（BSIC１５５）が対象となる。

２００５／０６年度現在，食品製造業の粗付加価値は約５１１億タカで，製造業全

体の粗付加価値の約７％を占め，衣料品製造，非金属鉱物製品製造（セメ

ント，煉瓦等）に次ぐ第３位のセクターとなっている（序章表３）。全体の

事業所数は６５４８事業所（製造業全３４７１０事業所中約１９％），同セクターに従事

している従業員の数は２１万７９７８人（同約６％）に上る（表２）。

食品工業全体のうち，事業所数ならびに従業員数で群を抜いているのは

精米所である。事業所全体の約６割，従業員数では４割近くを精米所が占

める。次いで多いのはベーカリー製品である。同セクターのシェアは事業

所数で１７％，従業員数で１３％である。ところが，事業所当たりの従業員数

に示されているとおり，精米所およびベーカリー製造はともに小規模な事

業所がほとんどである。事業所当たりの従業員数としては製糖工場が７３９

人と最も多く，紅茶・コーヒー加工，魚類・海産物加工保存がこれに次い

でいる。他方，粗付加価値で最もシェアが高いのは魚類・海産物加工保存

で，食品工業全体の２４％を占める。第２位は精米（同２０％），第３位は紅

茶・コーヒー加工（同１３％）である。なお，事業所当たり粗付加価値およ

び従業員当たり粗付加価値で最も高いのは，わずか７事業所しかない紅茶・

コーヒーのブレンド業種である。製糖，魚類・海産物加工保存も事業所当

たり粗付加価値は相対的に高い。

固定資産規模から食品関連企業の状況をみていくと，全体の１割近くは

固定資産５万タカ未満という極めて零細な事業所で，６割近くは１００万タ

カ未満の事業所が占める。他方，固定資産１０００万タカ以上の大規模事業所

は，全体の６．５％にすぎない（表３）。また別の分析によれば，従業員５０人

未満の小規模事業所が全体の９３％を占め，中規模事業所（５０～１００人未満）

が４％，大規模事業所（１００人以上）は３％にとどまっている（１９）。業種別

には，紅茶・コーヒー加工，精米，魚類・海産物加工保存の３業種で大規

模事業所の６割以上を占める。ただしすでに述べたとおり，精米は零細規

模の事業所が多く，大規模な精米所は２．５％にすぎない。一方，製糖，紅

茶・コーヒー加工，魚類・海産物加工保存の３業種は，全般的に大規模な
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事業所が多数を占めていることがわかる（表３）。

表４は，公企業，地場民間企業，合弁企業の割合を示している。数のう

えでは地場民間企業が９９％と圧倒的で，公企業および合弁企業はそれぞれ

およそ３０事業所にとどまっている。

食品関連の公企業はおもにバングラデシュ砂糖・食品工業公社（Bangladesh

Sugar and Food Industries Corporation: BSFIC）傘下にある。BSFICは，独

立後の１９７２年に設置されたバングラデシュ製糖工業公社（Bangladesh Sugar

Mills Corporation: BSMC）とバングラデシュ食品関連工業公社（Bangladesh

Food & Allied Industries Corporation: BFAIC）が１９７６年に合併して誕生した。

ただし，現在傘下にあるのは食品関連でも製糖工場のみである。現在 BSFIC

傘下には１５の製糖企業，蒸留工場１社，関連エンジニアリング工場１社が

事業所数 業種別シェア
（％）

業種全体に
占める大企業比

（％）

魚類・海産物加工保存 ７３ １７．１ ６７．６
果実・野菜加工保存 ７ １．６ ５３．８
非食用植物・動物油脂 １ ０．２ ２．６
食用植物・動物油脂 ２０ ４．７ ７．３
水素添加植物油脂 ３ ０．７ ４２．９
酪農製品工業 １３ ３．０ １４．１
コメを除く穀物製粉 ３０ ７．０ １２．４
加工飼料 １６ ３．７ ４８．５
精米 ９７ ２２．７ ２．５
穀物製粉製品 ０ ０．０ ０．０
ベーカリー製品 ２０ ４．７ １．８
砂糖 １８ ４．２ ８５．７
ココア，チョコレート，砂糖菓子 ０ ０．０ ０．０
麺類，クスクス等 ０ ０．０ ０．０
粗糖 ０ ０．０ ０．０
紅茶・コーヒー加工 １０５ ２４．５ ７５．５
紅茶・コーヒーブレンド ０ ０．０ ０．０
食用製塩 ０ ０．０ ０．０
その他の食品 １７ ４．０ １４．８
飲料 ８ １．９ ２９．６

合計 ４２８ １００．０ ６．５

表３ 固定資産１，０００万タカ以上の事業所数

（出所） BBS（２０１０），Table９より筆者作成。
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操業している。現時点における製糖工場合計数は不明であるが，２００５／０６

年度の２１事業所から大きく変わっていないと想定するならば，製糖部門に

関しては公企業が数のうえでは支配的地位を占めているといえる。１９７２年

の国有化政策は，製糖工場も対象にしていたため，これらの国営工場のな

かには，パキスタン時代に政府や民間が設置した工場のほかに，１９４７年の

インド・パキスタン独立の際にインドに移住したヒンドゥー教徒が所有し

ていた工場も含まれている。民営化委員会（Privatisation Commission）に

よれば，１９９３年から現時点までに製糖工場２社が売却され，また１社が現

在売却の対象となっており，残りが今も BSFIC傘下にある（２０）。

砂糖の国内需要はおよそ年間１４０万トンであるが，公企業１５社の生産は

２１万トンにすぎず，残りは５，６社の民間製糖企業および輸入で充当して

いる（Ministry of Finance２０１３，１２０）。２０１０／１１年度の砂糖の輸入量は約１２０

万トンであり（２１），民間製糖企業の生産規模は小さく，需要の８５％程度を

輸入に依存していることがうかがえる。

第３節 大手食品企業の概要

多様な食品工業のなかで，この研究会では，業界団体およびに業界に詳

しい専門家の意見を聞いたうえで，次の９の製品分野をおもな対象として

事業所数
公企業 地場民間企業 合弁企業

事業所数 割合（％）事業所数 割合（％）事業所数 割合（％）

食品製造 ４４０ ０ ０ ４４０ １００．０ ０ ０．０

酪農製品工業 ９２ ０ ０ ９２ １００．０ ０ ０．０

飼料その他の副産物 ４，１７４ ９ ０ ４，１４６ ９９．３ １９ ０．５

その他の食品製造 １，８１５ ２１ １ １，７８５ ９８．３ ９ ０．５

飲料 ２７ ０ ０ ２７ １００．０ ０ ０．０

合計 ６，５４８ ３０ ０ ６，４９０ ９９．１ ２８ ０．４

表４ 食品工業の所有状況

（出所） BBS（２０１０），Table１３より筆者作成。
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大手企業２０社の調査をMCCIとともに行った。� ビスケット等ベーカリー
製品，� 乳製品，� エスニック・スナック，チップス等，� 飼料，

� 果実加工品，漬物，� 冷凍エビ・魚，� 果実ジュース，	 香辛料，

 インスタント食品，冷凍食品。

各企業の概要は表５のとおりである。

１．企業形態と所有，売り上げ

調査対象となった２０社中，BRAC Dairyは巨大 NGO，BRACのプロジェ

クトのひとつである。残り１９社のうち７社は，ダッカないしはチッタゴン

証券取引所に上場されている公開株式会社，残り１２社は非公開株式会社で

ほとんどは創業者家族が所有経営するファミリービジネスである。

大手食品製造業創業者の特徴としては，１９４７年のインド・パキスタン分

離独立後，東パキスタンに移住してきた非ベンガル人ムスリム企業家が少

なくないといった点が指摘できる。これは他の製造業にはみられない特徴

である（第１０章）。２０社のうち，Bombay Sweetsはインド，ボンベイ（現

ムンバイ）出身のイスマイリー派ムスリム，Ahmed Foods，Haque Brothers

および Olympicはインドのウッタル・プラデーシュ州出身イスマイリー

派ムスリムである。イスマイリー派ムスリムはビジネスに積極的なコミュ

ニティーとして知られ，分離独立後パキスタンにおける民族資本形成の一

翼を担った（山中１９９２，２９９）。西パキスタンでなく東パキスタンにくるこ

とを選択したこれらの企業家には，小規模な資本で成功が期待できるセク

ターとして，食品工業が認識されていた。また Ahmed Foodsのように，

古くは１８８５年から食品加工業に従事しており，分離独立の際に一族は東西

パキスタンに分かれて移住したという例もある。また Haque Brothersは

英領時代にはカルカッタに本社をおき，イギリスの Huntley & Palmersの

ビスケットおよびアメリカ Union Carbideのバッテリー等の輸入販売に従

事していた。Olympicの場合には，分離独立後は１９４８年に軟鋼製品を扱う

会社から出発し，バングラデシュ独立後の１９７９年に乾電池生産工場を設置

した。ビスケット，砂糖菓子部門への参入は１９９６年と比較的遅かった。
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外資との関連では，Fu-Wang Foodsは最初台湾資本により非公開株式

会社として創業されたが，２０００年にダッカおよびチッタゴン証券取引所に

上場した。現在は創業者ファミリーがある程度の株式を保有しているが，

経営には直接従事していない。

また Golden Harvestの会長（Chairman）は，イギリスの大手鉄鋼商社

Stemcor UK Limitedの取締役のひとりで，Golden Harvestにはスポンサー

取締役のひとりとして加わっている。イギリスへの出稼ぎを輩出している

ことで知られるシレット（Sylhet）県出身の創業者が，Stemcorの調達業

者としてかかわっていたことから関係ができたと推測される。

２．市場

調査対象企業２０社のうち輸出を行っているのは１３社であるが，製品の１００％

を輸出しているのは冷凍エビ・魚生産に従事している２社のみで，また

Golden Harvestの場合には，製品のうち冷凍野菜はすべて輸出用に生産

している。残りの１０社については，ポテト・フレーク製造のBikrampur Potato

Flakes Ltd.が製品の半分を輸出に回すなど，最も輸出比率が高いが，その

他の企業はみな３０％以下と少ない。他方，現在輸出を行っていない７社の

うち，４社はかつて輸出していたことがあるが，現在は自社で直接輸出す

ることは行っていない。ここからうかがえる全般的な国内市場志向につい

ては，（１）国内市場の成長，（２）現有の生産能力が国内需要の伸びを満

たすので一杯である，（３）輸出に伴う余計な手間を避ける傾向があると

いった理由を指摘できる。たとえばチップスやチャナチュールといった地

場のスナックの代表的メーカー Bombay Sweetsは，かつて輸出を行って

いたが，売り上げが伸び悩んだことを契機に，国内市場に専念することを

決定した。現在は国内市場向けにフル稼働している。

国内市場のうち，飼料などを製品とする Phenix Feed Mills Limitedや

Aftab Bahumukhi Farms Ltd.は農村部を主要な市場としているが，その他

の食品企業は相対的に都市市場でのシェアが高い。ただし，すでに農村市

場の比率が高い Bombay Sweets（６割を農村市場で販売），Olympic（同５
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割），Agricultural Marketing Co. Ltd.（Pran）（同６割）以外にも，農村や低

所得層に向けた販売強化は，今後の目標として，どの企業も言及しており，

少量パッケージ化や，遠隔地をカバーする販売網の拡大が計画されている。

水産物以外の食品輸出は，バングラデシュ全体としてまだ少ない。しか

し，果実・野菜のプリザーブ，粉製品，ベーカリー製品，植物・動物性油

脂，飲料などは急速に輸出を伸ばしている。ただし，水産物の輸出先が先

進国市場であるのに対して，これらの輸出品は，在外バングラデシュ人の

多い地域・国に集中している（Gregg and von Uexkull２０１１，６―７）。調査し

た２０社中，ビスケット，ピクルス，飲料，エスニック・スナックなどを製

造している６社の製品輸出先も，インド，ブータン，ネパール，中東が中

心で，残りは EU，アメリカ，アフリカのエスニック食品店等のニッチ

（隙間）市場向けである。

２０社中，最も強く示しているのは，Agricultural Marketing Co. Ltd.（Pran）

である。同社の輸出実績は８２カ国に及んでおり，バングラデシュに接する

インドの北東地域および西ベンガル州でも積極的なマーケティングを行っ

ている（２２）。また，バングラデシュの対外直接投資としては初の案件とし

て，インド・トリプラ州にスナック，ジュース製造工場を建設し近く生産

開始する予定である（村山２０１２）（２３）。

国内外の市場拡大の見通しについて，どの企業も年間１５～２５％の高い成

長を見込んでいる。その背景には，国内においては，すでに述べた国民の

購買力の上昇や，消費習慣の緩やかな変化（２４），都市化の進展，地方への

道路網の拡大（２５）が要因として挙げられる。他方，輸出市場では，EUや日

本等による一般特恵関税制度（Generalized System of Preferences: GSP）が

適用されていることが，バングラデシュの強みとなっている。

３．売上規模

年間の売上高は，調査対象企業の申告したおよその数字であり，上場企

業を除けば確認の術がない。また多くの企業からは回答が得られなかった。

これらの制約をふまえたうえで傾向を読みとるとすると，２０１２年現在，幅
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広い製品ラインをもつ Agricultural Marketing Co. Ltd.（Pran）がおよそ２００

億タカと業界最大手の企業と位置づけられる。また，ビスケットやスナッ

クなどで全国に大きな市場をもつ Bombay Sweetsが６０億タカ，Olympic

が５４億タカと，都市市場限定型の企業よりも売り上げは高い。後者の代表

が，BRAC Dairyならびに大手製薬企業を中核分野とする Squareグルー

プの食品加工部門 Square Consumer Products Ltd.で，それぞれ２４億タカ

である。他方，輸出志向型の冷凍エビ・魚加工の老舗 Apex Foodsの売上

高は３９億タカ，Gemini Sea Foodは１２億タカである。

４．サプライチェーン

調査企業は，主要原材料の７５％から９０％を国内で調達している。他方，

小麦，大豆，パーム原油などは輸入に依存しており，IFADのような小麦

やセモリナ粉の精製から始め，ビスケットやヌードルなどの食品に製品ラ

インを拡大しつつある企業の場合には，国内調達は３０～４０％である。農漁

村に自前の田畑・養魚池を所有しているのは冷凍エビ加工の２社と養鶏，

飼料等を扱っている Aftab Bahumukhi Farmsのみである。ただし，数社

は契約栽培方式により原料を調達している（２６）。

国内市場向け流通網において重要な役割を果たしているのが Distributor

あるいは Dealerと呼ばれる問屋である。取り引きのある問屋の数は企業

によって異なるが，たとえばビスケット製造の Bangasは１７６社，ジャム・

ケチャップ等製造の Ahmed Foods Productsの場合には問屋７０社と取り引

きがある。通常，企業は工場から出荷された製品を自社の輸送手段で搬送

し，前払い預託金と引き換えに製品を渡す。問屋には約２５％の委託手数料

が支払われる。企業は営業担当者を多数抱えており，小売りや卸売りに対

して販売促進を行う。個別店舗の注文はこうした営業担当者が集計し問屋

に連絡する。問屋は自分の輸送手段で小売・卸売に搬送し代金を回収する。

問屋から小売・卸売へのマージンは１５～２５％である。
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第４節 直面する課題

不十分なインフラとくに電力不足，政治不安，税制度の複雑さ，金利の

高さなど農産物加工食品工業が直面する課題は，他の製造業とも共通する。

加えて，冷凍倉庫やコールドチェーンの未整備は，原料調達および製品の

流通にとって，大きな障害となっている。ここでは，製品の質，人的資源，

社会経済的な影響について若干補足する。

調査した企業２０社は一様に，国内外，双方の市場において製品の質への

関心が強まっていることを認識していた。どの企業もバングラデシュ標準

検査機関（Bangladesh Standards and Testing Institution: BSTI）の定める製品

の基準を満たしているが，BSTIの基準に対する消費者の信頼は高いとは

いえない（２７）。他方，HACCP手法を導入し，ISO２２０００（HACCPの食品衛生

管理手法をもとに，消費者への安全な食品提供を可能にする食品安全マネジメ

ントシステムの国際規格）等の国際認証を取得している企業は，先進国市

場を相手に輸出している水産物加工を含む一握りの大企業に限られている。

原材料の質が均一でないこと，効率的な技術が十分にないこと，訓練され

た人材が不足していることなどが製品の質の向上を阻む要因となっている

なかで，業界団体や政府の規制機関からは，原料から最終製品までの全工

程における食の安全基準や衛生管理強化をめざす組織的な動きはみられな

い（Hussain and Leishman ２０１３）。また個別企業が行っている研究開発

（Research and Development: R&D）においては，市場シェア拡大をねらっ

た新製品の開発が優先されているように見受けられる。

食品製造業界に限ったことではないが，人材不足も深刻な課題のひとつ

である。とくに品質管理検査を担当する技術者が不足していることに言及

する企業が少なからずある。その点については，一般教養中心の教育が企

業の求める人材と合致しないといった，よくいわれる問題のほかにも，規

制的枠組み遵守のためのキャパシティ・ビルディング，高品質原料の調達，

食物の衛生的な処理や加工，品質検査，国際的なマーケティング等につい

て適切な訓練を施す能力が企業内に十分にないことも原因である。２００９年

に設立された民間団体，農産物加工食品技能基金研修拠点（Centre of
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Excellence Agro Food Skills Foundation: CEAFS）は，労働者と企業のあいだ

に立って，必要とされる技能・人材の量および質のミスマッチを埋め，雇

用拡大および農産物加工食品工業の生産性向上に貢献することを目的とし

て開始されたひとつの試みである。２０１３年現在，パイロット・プロジェク

トとして，（１）安全な食物の処理法，（２）ベーキング，（３）包装，（４）

統合的品質管理のためのカイゼン方式の４教科に関して，教師育成のため

の研修を行っている。

なお調査した企業の生産部門労働者のうち女性の割合は，少ないところ

で５０％，ほとんどの企業では７割から８割を女性が占めているとの回答が

得られた。先にみた製造業統計によれば，食品製造業全体での女性労働者

比率は２０％，生産部門労働者については２４％（管理，事務，営業部門では６％）

であるので，本章でふれた大手企業の工場では女性労働者比率が平均より

高いことを示している。ただし，製造業統計でも日雇い労働者における女

性比率は４３％と高い。これは，企業での聞き取りから明らかになった，季

節労働者，臨時労働者を多く雇用しているという点と合わせて考えると，

そうした非正規雇用に女性労働者が多く雇われているということではない

かと思われる。潤滑な労使関係を維持するめに，女性労働者を優先的に雇

用する方針をとっているという意見もあった。

全般的には，大手企業は，製造工程の機械化を推進する傾向にある。こ

れは製品の質や衛生基準の向上の観点からは有益とみられる。他方，労働

集約的作業工程として残る部分においては，先に述べたような非正規雇用，

とりわけ女性労働力によって対応する傾向が進んでいるとするならば，労

働条件，労働環境，ジェンダー関係といった観点からは別の課題を提示し

ているといえよう。ちなみに，アパレル製造労働者の労働条件・環境の問

題はよく知られているが，エビ加工業も同様な問題を指摘されており，ア

メリカがバングラデシュに適用している GSP継続を判断する条件のひと

つになっていた（２８）。

農漁村地域と都市を含む長いサプライチェーンを有する農産物加工食品

工業は，製造業以外の段階でかかわる人の数が多く，またそのかかわり方

も多様である。それゆえに産業の成長の在り方が及ぼす社会経済的な影響
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も一様ではない。先に高価値米の普及は生産者にその恩恵をもたらしてい

ないという調査結果を紹介したが，エビ養殖についても，養殖地域におけ

る貧富の格差，環境，女性の就労をめぐる文化規範といった観点からは，

さまざまな負の影響，とりわけ社会経済的弱者への負担を増やしたことが

問題視されている（２９）。Ito（２００７）は，先進国市場に輸出される冷凍エビ

に課される厳しい食の安全管理基準遵守が，エビ加工工場，とりわけ大手

企業の垂直統合化の進展，小規模エビ養殖漁民の駆逐あるいは契約漁民化

をうながすなど，輸出競争力強化は，その追及する方向によっては，貧困

削減の命題と対立する可能性があることを指摘している。

おわりに

本章で概観した農産物食品加工業の特徴を振り返ってみよう。

第１に，農業自体はバングラデシュの屋台骨の産業ではあるが，農産物

加工食品工業の成長は，１９８０年代半ば以降のことである。しかし，近年，

とりわけ２０００年代後半以後，国民の購買力の上昇や生活スタイルの変化に

よって，加工食品を含む高価値の食品の需要が急速に拡大している。また，

こうした国内市場の拡大が大手食品メーカーの売り上げの伸びに貢献して

いる。

第２に，輸出産業としては，今のところほとんどが冷凍エビによって占

められているが，徐々に他の加工食品の輸出も始まっている。

第３に，国内外両方の市場において，バングラデシュの農産物加工食品

工業のさらなる拡大の可能性は大きい。ただしその実現に当たっては，食

の安全管理基準遵守が極めて重要で，企業および政府双方が，人材育成を

含め，サプライチェーンの各段階で生産能力と質の向上に尽力する必要が

ある。その際，原料生産者，工場労働者の利益への配慮を組み込んだ改善

の方策が，中長期的には，消費者，ひいては業界の利益にも結びつくと考

えられる。
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【注】
�１ BBS, Statistical Yearbook of Bangladesh 2012. Table１１.０４より計算。なお，大規
模製造業は GDPの１３．８％を占めるのに対して，家内工業，ハンドルームを含む小
規模製造業（従業員１０人未満）は GDPの５．４％を占める。
�２ BBS, Report on Labour Force Survey 2010. この数字には林業従事者も含まれてい
る。

�３ 付加価値の点でいえば，衣料品製造がおよそ２５％なのに対し，水産品は１００％で
あり，冷凍エビの経済的な貢献は，輸出額が示す以上に大きい（Yunus２００９）。
�４ バングラデシュ農産物加工業者協会（http://bapabd.org/２０１４年２月１日アクセ
ス）。

�５ この間マイナスの伸び率を示したのは砂糖と豆類である。
�６ データ出典はMinistry of Finance, Bangladesh Economic Review, 1995および

Bangladesh Bank, Bangladesh Bank Quarterly, July −September 2013。
�７ ２００４／０５年度，インドの１人当たり年間牛乳消費量８５リットルに対してバングラ
デシュは１１．２リットルにすぎなかった（World Bank２００８，７１）。

�８ ネスレを含む多国籍企業，合弁企業が粉末ミルクの販売を行っている。
�９ 牛乳原料の菓子をつくる店は全国に２０万店，約５０万人の雇用を創出している（World

Bank２００８，７４）。
�１０ ２００１年から２００４年までの財務諸表を分析した Zaedi et al.（２００９）によれば，Milk

Vitaの経営状況は比較的良好であった。しかし，最近の新聞報道によれば，Milk Vita
では汚職により月に５０００万から１億タカの損失を計上していたため，２０１３年４月，
汚職幹部らの処分を決定した（“Corrupt Milk Vita staff to face music.” The Daily
Star，２０１３年４月１４日付）。
�１１ Bangladesh School Nutrition Programの詳細は以下を参照。（http://www.idd.

landolakes.com/PROJECTS/Asia/ECMP０８７５０１.aspx）
�１２ ２０１３年６月 BRAC Dairyでの筆者の聞き取りによる。
�１３ ２００９／１０年度の輸出先は，アメリカ（１８％），ベルギー（１７％），イギリス（１４％），
オランダ（１０％），ドイツ（８％），ロシア（３％），サウジアラビア（３％），日
本（３％），その他（２４％）。Bangladesh Frozen Foods Exporters Associationウェ
ブサイト。（http://www.bffea.net/export.htm２０１４年１月１２日アクセス）。水産物加
工業者の業界団体，バングラデシュ冷凍食品輸出業者協会（Bangladesh Frozen Foods
Exporters Association: BFFEA）は，１９８４年に設立された。

�１４ Apex Foods Ltd. Annual Report２０１２―１３，より。
�１５ ２００９年数値，国連食糧農業機関（FAO）統計。同年のバングラデシュのシェア
は４．３％。

�１６ 厚生労働省によれば，HACCPとは，「食品の製造・加工工程のあらゆる段階で
発生する恐れのある微生物汚染等の危害をあらかじめ分析し，その結果に基づい
て，製造工程のどの段階でどのような対策を講じればより安全な製品を得ること
ができるかという重要管理点を定め，これを連続的に監視することにより製品の
安全を確保する衛生管理の手法。」（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
kenkou_iryou/shokuhin/haccp/index.html２０１４年１月２８日アクセス）。
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�１７ Yunus（２００９）によれば，HACCAP遵守によって，バングラデシュは１年のう
ちに生じた損失を回復し，さらに長期的により多くの利益を獲得することができ
た。

�１８ Apex Foods Annual Report２０１２―１３。
�１９ Economic Census２００６年のデータに基づく（World Bank２００８，１２）。
�２０ 民営化委員会（http://www.pc.gov.bd/status１１．htm，および http://www.pc.gov.

bd/re１０．htm ２０１４年１月６日アクセス）。
�２１ BBS, ‘Quantity of Import of Selected Items’, Statistical Pocketbook Bangladesh 2012,
２７０.
�２２ インドのベンガル語テレビ局の番組にも CMを流している。これらのインド番
組はバングラデシュでも視聴されているので，結果的には両方の市場をカバーす
ることになる（筆者による Pran幹部へのインタビュー２０１３年７月４日）。

�２３ Pranの幹部によれば，対インド輸出にはさまざまな非関税障壁がある。他方，
現地工場の場合にはインドの労働問題等別の課題に対処する必要があるかもしれ
ない。そのため，まずは試験ベースで小規模から始め状況をみる予定である（筆
者による Pran幹部へのインタビュー２０１３年７月４日）。

�２４ 富裕層，ミドルクラスの消費志向以外に低所得層のなかにも食習慣の変化はみ
られる。たとえば人力車引きが朝ごはんに食べるのは，かつては露店で売られる
プーリー（伝統的な無発酵の揚げパン）だったのが，今は同じ値段で買える小口
包装ビスケットとお茶に変わった。

�２５ 道路・ハイウェイ局管轄の道路は，２０１１／１２年度までの１０年間で５６６キロメート
ル延長された。また登録されたトラックの台数は２００６／０７年度からの５年間で４６％
増加しており物流の拡大が推測できる（BBS, Statistical Yearbook 2012, Table７．０２
および７．０５から計算）。
�２６ Bombay Sweetsのケースでは，スターチの含有量の高いじゃがいもが必要で，
その種のじゃがいもは通常のじゃがいもよりも早い時期に植え付けを行わなけれ
ばならない。そうすると農民はその前に生育期間が短く収量も低いイネを栽培せ
ざるを得なくなる。同社では，じゃがいも栽培のために投入財をはじめ，技術援
助，研修などを供与し，市場価格よりも高く生産物を買い取っているほか，同じ
農家がつくるコメも買い取ってチャナチュール製造の原料としている。他の企業
の契約栽培は，前貸し金の供与や市場価格での買い取り契約等が通常のやり方で
ある。

�２７ “Processed foods to watch out for: Many of them have no licence.” The Daily Star，
２０１３年２月１８日付け。
�２８ １１０人以上が亡くなった２０１２年１１月の Tazreen Fashions Ltd.の火災事故そして２０１３
年４月に起きたラナ・プラザビル倒壊で，同ビル内に入居していた衣料品製造工
場５社の従業員１０００人以上が死亡した事件を直接の契機として，同年６月アメリ
カ政府は，対バングラデシュ GSP適用を停止した。
�２９ たとえば，Rahman et al.（２００６）所収の論文参照。
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